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十八親和銀行 2020年度の業績ハイライト

（単位：兆円） （単位：兆円）

2019年3月末 2020年3月末 2021年3月末

3.83.6
4.1

2019年3月末 2020年3月末 2021年3月末

5.3
5.04.9

2019年3月末 2020年3月末 2021年3月末

2,449
自己資本

（単位：億円）

2019年3月末 2020年3月末 2021年3月末

880825762

1,094
1,450

1,061
1,406

不良債権残高

（単位：億円）

2.6

2.2

2.6

2.3

1.8

318

443 479

345

1.7

2.0

1.7

9.96%

11.43%

9.53%

10.87% 10.21% 2.09% 2.12% 2.11%
自己資本比率 不良債権比率

コア業務純益
資金利益の減少等により、前年比▲5億円減少の90億円となりま
した。

経常利益
信用コストの減少（戻り益）等により、前年比＋143億円増加の
21億円となりました。

当期純利益
前年度要因の剥落（店舗統合にかかる固定資産減損損失等の
計上）等により、前年比＋176億円増加の31億円となりました。

（単位：億円）

資 金 利 益
　 国 内 部 門
　 国 際 部 門
役 務 取 引 等 利 益
そ の 他 業 務 利 益
経費（除く臨時処理分）▲
業 務 純 益
コ ア 業 務 純 益

経 常 利 益
当 期 純 利 益
信 用 コ ス ト ▲

業 務 粗 利 益 513
471
458

13
41

0
▲10

147
▲5
▲3

143

176
▲169

407

90
90
92

21

31
▲12

418
▲56

95
96

▲123
▲145

157

前年比
498
460
437

23
38
▲1

▲15
▲11
▲22

10
▲3
▲1

総資金（預金＋NCD）は、前年度末比3,796億円増加し、5兆
3,954億円となりました。

総資金期末残高

自己資本・自己資本比率

貸出金は、前年度末比2,793億円増加し、4兆1,307億円となり
ました。

自己資本は、2,449億円となりました。自己資本比率［バーゼルⅢ
（国内基準）］は、10.21%となりました。

不良債権残高は、前年度末比55億円増加し、880億円となりまし
た。不良債権比率は同0.01％低下し、2.11%となりました。

貸出金期末残高

不良債権残高・比率（部分直接償却後）

損益状況（単体ベース）

貸出金の状況総資金（預金＋NCD）の状況

不良債権の状況自己資本比率の状況（連結ベース）

除 く投 資 信 託 解 約 損 益

2019年度 2020年度

（注）2019年度は旧親和銀行・旧十八銀行を単純合算した計数を記載しております。

■旧親和銀行  ■旧十八銀行  ■十八親和銀行 ■旧親和銀行  ■旧十八銀行  ■十八親和銀行

■旧親和銀行  ■旧十八銀行
■十八親和銀行■旧親和銀行  ■旧十八銀行  ■十八親和銀行

地域の課題・ニーズ

地域経済や産業の現状、
中長期的な見通し等の分析

お客さまの課題・ニーズ

経営状況や課題、ニーズの
分析、共有

分析結果の活用

事業性評価に基づく
最適なソリューション提供

事業性融資

事業再生

事業承継

事業再編

デジタル化

起業支援

商品販売支援

新たな価値共創 他

取引先
企業

地方
自治体

経営課題の解決、　　
事業価値の向上
産業・企業の生産性向上

地方創生への貢献

九州経済の持続的成長 等

■ 第6次中期経営計画の基本方針

■ 基本方針実現に向けた金融仲介機能の発揮の全体像

持続的に高い競争力・成長力を実現する
「ザ・ベスト リージョナルバンク」

業務プロセスの再構築基本戦略 Ⅰ

事業モデルの高度化基本戦略 Ⅱ

デジタルトランス
フォーメーションの推進基本戦略 Ⅲ

人財力の最大化基本戦略 Ⅳ

グループ総合力の強化基本戦略 Ⅴ

基本方針 長期ビジョン（目指す姿）

金融仲介機能の発揮に向けた取り組み

金融仲介機能の発揮および地域活性化に関する取り組み方針

■ 第6次中期経営計画の基本方針と金融仲介機能の発揮

　当社グループは、地域金融機関として、地域経済の活性
化・発展に貢献することが最大の使命であると考えていま
す。これを実現するため、これまで培ってきた目利き力や人
財力、充実した関係会社機能等のグループ総合力を活かし
て質の高い金融仲介機能を発揮し、とりわけ中小企業のお
客さまに対しては事業性評価に基づき、お客さまの課題や

ニーズを踏まえた最適なソリューションの提供を積極的に
行っていきます。
　こうした活動を通じて、地域産業・取引先企業の生産性向
上や新陳代謝の促進に取り組み、第6次中期経営計画の基
本方針である「“地域経済発展への貢献”と“FFG企業価値
の向上”の好循環サイクルの実現」を目指してまいります。

金融仲介機能の発揮および地域活性化に関する取り組み

好循環サイクルの実現 FFG企業価値
の向上

地域経済発展
への貢献

○事務・業務のデジタル化、自動化、効率化により捻出された人員・時間な
どの成長分野への再配置による営業力の向上と新事業の創出

○営業店におけるコンサルティング機能の強化

○お客さまとの対話を通じて真の課題やニーズを把握し、最適なソリュー
ションを提供

○デジタル技術などを活用した専門性の高い法人・個人金融サービスの提供

○デジタル技術の活用による銀行ビジネスの再定義
○金融機能等をサービスとして提供するビジネスの展開

○多様かつ高度な人財の育成と活用
○グループ人財の最適配置

○グループ会社機能の徹底活用等による最適なソリューションの提供
○環境の変化やお客さまニーズの変化に柔軟に対応できる組織への変革
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･当社グループのメイン取引先のうち約7割
の取引先において、売上増加等経営指標の
改善が見られており、経営改善に伴う資金
需要等にも積極的に対応しています。
※メイン取引先
決算データが直近２期あり、当社グループ
行の融資残高が最も大きい法人取引先
グループ
※経営指標
売上高、営業利益率、従業員数、労働生産性
（従業員一人当たりの営業利益）

福岡銀行

7,809先

21,591億円

5,461先

69.9%

メイン取引先数<グループベース>（A）

メイン取引先の融資残高

Aのうち経営指標等が改善した先（B）

改善先の割合（B／A）

熊本銀行

2,508先

2,852億円

1,714先

68.3%

十八親和銀行

5,048先

8,347億円

3,636先

72.0%

（2021年3月末）

■2019.3末　■2020.3末　■2021.3末
（単位：億円）■ 経営指標等が改善した先（B）の融資残高

福岡銀行 熊本銀行 十八親和銀行

■ 取り組み体制
　当社グループでは、グループ3行およびグループ関連会
社、さらには外部専門家・外部機関との幅広いネットワーク
を活かしながら、事業性評価を実践することにより、お客さ
まの成長ステージ・経営課題・様々なニーズに応じた最適な
ソリューションを提供する体制を構築しています。

　また、地域金融機関に期待される役割をこれまで以上に
果たすべく、「地方創生推進グループ」を中心に本部・営業
店・グループ各社が一体となって、当社グループが持つ知
見やネットワークを外部機関などと連携しながら活用する
体制を構築しています。

　基本方針に基づき、グループ一体となって最適なソリューションを提供することで、取引先企業の経営改善に向けた
取り組みを積極的にサポートしています。

■ メイン取引先の状況

外部機関

持株会社
● お客さま窓口● ソリューション提供　● 自治体窓口　● 金融円滑化統括

地域共創部
ビジネス開発部
グローバルソリューション部　
産業金融部
営業統括部
融資部
融資統括部

営業推進部
法人営業部
ソリューション営業部
融資部

営業推進部
ソリューション営業部
地域振興部
融資部

銀行本部 店舗

● 中小企業の経営支援
● 地域活性化

～地方創生の推進強化～
担当部署：
　営業統括部
　地方創生推進グループ

● 公的機関
　（中小機構・
　商工会議所等）

● 中小企業診断士

● 税理士

● 監査法人

● 地域経済活性化
　支援機構

● 中小企業
　再生支援協議会

● 地域ネットワーク

● ファンド　など

ふくおかフィナンシャルグループ

連携グループ
関連会社

・ FFGビジネス
 コンサルティング
・ FFG証券
・ ふくおか債権回収
・ FFGほけん
 サービス
・ 十八総合リース
　　　　  　他

営業店

ローン
センター

法人ビジネス
サポートセンター

15,925
14,167

15,099
2,103

1,776
1,943

6,195
5,439

5,821

創業期

成長期再生期

安定期低迷期

事業性評価の取り組み
　当社グループは、ブランドスローガン「あなたのいちばん
に。」を念頭に積極的な対話を通じて、さまざまなライフス
テージにある取引先企業の事業内容や成長可能性を適切

に評価し課題・ニーズを的確に把握するとともに、その課題
等を共有し、最適なソリューションを提供することでお客さ
まの企業価値向上に努めています。

担保・保証に過度に依存しない融資
　当社グループでは融資に際して、取引先企業の事業内容
等を分析したうえで、事業に必要な資金を融資しています。
その際、融資金の使途や返済原資等を総合的に勘案し、担
保や保証をご提供いただく場合もありますが、必ずしも融
資額相当の担保や保証をご提供いただいている訳ではご
ざいません。

　下図のとおり、地元中小企業に対する融資においても、担
保・保証の評価以上に融資を行い、与信残高に占める非保
全額は50％以上で推移しています。
　今後も取引先企業の事業内容や成長可能性を適切に評
価する「目利き力の更なる向上」に取り組むとともに、「担保・
保証に過度に依存しない融資」により一層努めていきます。

取引先企業 銀　行
●地域経済や地域の産業分析
●目利き力向上に向けた取り組み 
 （人財育成）
●関連会社や外部機関との連携

対　話

分析・評価

課題･ニーズ共有

最適なソリューションの提供

【福岡銀行】

・福岡銀行、熊本銀行、十八親和銀行においては、取引先企業の事業内容等を分析し資金ニーズ等に対応していますが、ここに記載する事業性評価先とは、とりわけ、取引先企業の
強み・弱み、商流、業界動向等を取引先企業と共に検証し、経営課題の解決に資する融資をはじめ、経営改善、再生支援、M&A、事業承継等の最適なソリューションを提供した先を
限定して累計で計上しています。今後、企業分析ツールの活用等新たな取り組みを行い、取引先企業に対する理解度の向上や潜在的ニーズの発掘に、より一層取り組んでいきます。
・旧十八銀行においては、取引先企業の事業内容や成長可能性を適切に評価するため、内部・外部環境分析により課題やニーズに対するサポートを年度毎に実施した先を計上しています。

【熊本銀行】 【十八親和銀行】

福岡銀行 熊本銀行 十八親和銀行

旧親和銀行 旧十八銀行
2020年3月末

事業性評価先
（全与信先に占める割合）

2,099億円
（18%）

2020年3月末

925先（7%）
＜833グループ＞

2,783億円
（34%）

2021年3月末

16,551億円
（18%）

3,897先（9%）
＜3,510グループ＞

2020年3月末

15,597億円
（18%）

3,820先（9%）
＜3,449グループ＞

2021年3月末

2,556億円
（18%）

1,288先（9%）
＜1,178グループ＞

2021年3月末

6,810億円
（20%）

3,996先（19%）
＜3,742グループ＞2,344先（21%）

＜2,132グループ＞

2,784億円
（20%）

1,603先（13%）
＜1,462グループ＞

■地元中小企業融資先の非保全額・非保全率 与信残高 非保全額 （単位：億円）

非保全率（単位：％）

※地元：福岡銀行：九州全域／熊本銀行：熊本県／十八親和銀行：長崎県・佐賀県
※中小企業：地方公共団体・大企業・中堅企業を除く
※非保全額（率）：不動産等の担保・保証協会保証がおよんでいない融資額（非保全額が融資総額に占める割合）

2021.3末2020.3末2019.3末

■事業性評価先数およびその融資残高

事業性評価先の融資残高
（全与信先に占める割合）

57.1
60.3

54.7

32,049

18,929

35,262

19,236

59.1
54.6

31,240

17,963

57.5

2021.3末 旧親和銀行
2019.3末

旧親和銀行
2020.3末

旧十八銀行 十八親和銀行
2021.3末

2020.3末2019.3末

5,373

3,064

5,821

2,956

57.0
50.8

56.0

5,157

2,779

53.9

4,334

10,140

5,677
4,768

2,610 2,611

4,931

2,817
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･当社グループのメイン取引先のうち約7割
の取引先において、売上増加等経営指標の
改善が見られており、経営改善に伴う資金
需要等にも積極的に対応しています。
※メイン取引先
決算データが直近２期あり、当社グループ
行の融資残高が最も大きい法人取引先
グループ
※経営指標
売上高、営業利益率、従業員数、労働生産性
（従業員一人当たりの営業利益）

福岡銀行

7,809先

21,591億円

5,461先

69.9%

メイン取引先数<グループベース>（A）

メイン取引先の融資残高

Aのうち経営指標等が改善した先（B）

改善先の割合（B／A）

熊本銀行

2,508先

2,852億円

1,714先

68.3%

十八親和銀行

5,048先

8,347億円

3,636先

72.0%

（2021年3月末）

■2019.3末　■2020.3末　■2021.3末
（単位：億円）■ 経営指標等が改善した先（B）の融資残高

福岡銀行 熊本銀行 十八親和銀行

■ 取り組み体制
　当社グループでは、グループ3行およびグループ関連会
社、さらには外部専門家・外部機関との幅広いネットワーク
を活かしながら、事業性評価を実践することにより、お客さ
まの成長ステージ・経営課題・様々なニーズに応じた最適な
ソリューションを提供する体制を構築しています。

　また、地域金融機関に期待される役割をこれまで以上に
果たすべく、「地方創生推進グループ」を中心に本部・営業
店・グループ各社が一体となって、当社グループが持つ知
見やネットワークを外部機関などと連携しながら活用する
体制を構築しています。

　基本方針に基づき、グループ一体となって最適なソリューションを提供することで、取引先企業の経営改善に向けた
取り組みを積極的にサポートしています。

■ メイン取引先の状況

外部機関

持株会社
● お客さま窓口● ソリューション提供　● 自治体窓口　● 金融円滑化統括

地域共創部
ビジネス開発部
グローバルソリューション部　
産業金融部
営業統括部
融資部
融資統括部

営業推進部
法人営業部
ソリューション営業部
融資部

営業推進部
ソリューション営業部
地域振興部
融資部

銀行本部 店舗

● 中小企業の経営支援
● 地域活性化

～地方創生の推進強化～
担当部署：
　営業統括部
　地方創生推進グループ

● 公的機関
　（中小機構・
　商工会議所等）

● 中小企業診断士

● 税理士

● 監査法人

● 地域経済活性化
　支援機構

● 中小企業
　再生支援協議会

● 地域ネットワーク

● ファンド　など

ふくおかフィナンシャルグループ

連携グループ
関連会社

・ FFGビジネス
 コンサルティング
・ FFG証券
・ ふくおか債権回収
・ FFGほけん
 サービス
・ 十八総合リース
　　　　  　他

営業店

ローン
センター

法人ビジネス
サポートセンター

15,925
14,167

15,099
2,103

1,776
1,943

6,195
5,439

5,821

創業期

成長期再生期

安定期低迷期

事業性評価の取り組み
　当社グループは、ブランドスローガン「あなたのいちばん
に。」を念頭に積極的な対話を通じて、さまざまなライフス
テージにある取引先企業の事業内容や成長可能性を適切

に評価し課題・ニーズを的確に把握するとともに、その課題
等を共有し、最適なソリューションを提供することでお客さ
まの企業価値向上に努めています。

担保・保証に過度に依存しない融資
　当社グループでは融資に際して、取引先企業の事業内容
等を分析したうえで、事業に必要な資金を融資しています。
その際、融資金の使途や返済原資等を総合的に勘案し、担
保や保証をご提供いただく場合もありますが、必ずしも融
資額相当の担保や保証をご提供いただいている訳ではご
ざいません。

　下図のとおり、地元中小企業に対する融資においても、担
保・保証の評価以上に融資を行い、与信残高に占める非保
全額は50％以上で推移しています。
　今後も取引先企業の事業内容や成長可能性を適切に評
価する「目利き力の更なる向上」に取り組むとともに、「担保・
保証に過度に依存しない融資」により一層努めていきます。

取引先企業 銀　行
●地域経済や地域の産業分析
●目利き力向上に向けた取り組み 
 （人財育成）
●関連会社や外部機関との連携

対　話

分析・評価

課題･ニーズ共有

最適なソリューションの提供

【福岡銀行】

・福岡銀行、熊本銀行、十八親和銀行においては、取引先企業の事業内容等を分析し資金ニーズ等に対応していますが、ここに記載する事業性評価先とは、とりわけ、取引先企業の
強み・弱み、商流、業界動向等を取引先企業と共に検証し、経営課題の解決に資する融資をはじめ、経営改善、再生支援、M&A、事業承継等の最適なソリューションを提供した先を
限定して累計で計上しています。今後、企業分析ツールの活用等新たな取り組みを行い、取引先企業に対する理解度の向上や潜在的ニーズの発掘に、より一層取り組んでいきます。
・旧十八銀行においては、取引先企業の事業内容や成長可能性を適切に評価するため、内部・外部環境分析により課題やニーズに対するサポートを年度毎に実施した先を計上しています。

【熊本銀行】 【十八親和銀行】

福岡銀行 熊本銀行 十八親和銀行

旧親和銀行 旧十八銀行
2020年3月末

事業性評価先
（全与信先に占める割合）

2,099億円
（18%）

2020年3月末

925先（7%）
＜833グループ＞

2,783億円
（34%）

2021年3月末

16,551億円
（18%）

3,897先（9%）
＜3,510グループ＞

2020年3月末

15,597億円
（18%）

3,820先（9%）
＜3,449グループ＞

2021年3月末

2,556億円
（18%）

1,288先（9%）
＜1,178グループ＞

2021年3月末

6,810億円
（20%）

3,996先（19%）
＜3,742グループ＞2,344先（21%）

＜2,132グループ＞

2,784億円
（20%）

1,603先（13%）
＜1,462グループ＞

■地元中小企業融資先の非保全額・非保全率 与信残高 非保全額 （単位：億円）

非保全率（単位：％）

※地元：福岡銀行：九州全域／熊本銀行：熊本県／十八親和銀行：長崎県・佐賀県
※中小企業：地方公共団体・大企業・中堅企業を除く
※非保全額（率）：不動産等の担保・保証協会保証がおよんでいない融資額（非保全額が融資総額に占める割合）

2021.3末2020.3末2019.3末

■事業性評価先数およびその融資残高

事業性評価先の融資残高
（全与信先に占める割合）

57.1
60.3

54.7

32,049

18,929

35,262

19,236

59.1
54.6

31,240

17,963

57.5

2021.3末 旧親和銀行
2019.3末

旧親和銀行
2020.3末

旧十八銀行 十八親和銀行
2021.3末

2020.3末2019.3末

5,373

3,064

5,821

2,956

57.0
50.8

56.0

5,157

2,779

53.9

4,334

10,140

5,677
4,768

2,610 2,611

4,931

2,817
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ライフステージに応じたソリューションの提供
　当社グループは、お客さまの各ステージ（創業期、成長期、安定期、低迷期、再生期）におけるニーズや経営課題を解決し、
中長期的な成長を支援する最適なソリューションを提供しています。

【ライフステージ】

創業計画
策定支援

創業期取引先への
融資

創業期取引先への
融資（保証協会）

創業支援
機関等の紹介

ベンチャー企業への
助成金

創業
支援先
2,829社 198社 643社 1,947社 21社 20社福岡銀行

997社 70社 268社 657社 2社 0社十八親和銀行

830社 42社 221社 560社 7社 0社熊本銀行

（2020年度中）■創業支援関与件数

事業カウンセラーの設置ファンドを活用した創業・開業支援事例

【農業分野の特徴】
・ 天候リスクが大きい
・ 収益を生むまで（播種～収穫）時間を要する

【A社の状況】
・ 設立2期目の農業法人（異業種から農業参入）
・ 農業所得向上を目的に、加工品製造を計画

農業ファンド出資 金融機関融資

事業計画
策定支援

販路開拓
支援

経営管理
体制構築

経営基盤の
安定化

農業法人の立上げ期を支援し
農業を成長産業化へ

「事業カウンセラー」
豊富な経験・スキルを活かし、
資金調達や事業計画の作成等
銀行取引のあらゆる面をサポート

事業
カウンセラー

取次ぎ
営業店

お客さま

連携

ノウハウ
享受・協調

九州経済
産業局

日本政策
金融公庫

各県信用
保証協会

商工会・
商工会議所 グループ銀行

各税理士会各自治体

業務提携

創業期 成長期 安定期 低迷期 再生期

福岡銀行

熊本銀行

十八親和銀行

創業期 成長期 安定期 低迷期 再生期
（2021年3月末）

M&A
ファンドの活用

海外ビジネスサポート
ビジネスマッチング

創業支援
（事業カウンセラー）

政府系金融機関との連携
ファンドの活用

事業再生支援
M&A・会社分割
事業承継支援

■ 創業期
　当社グループでは、ファンドを活用した安定的な資金供給や、グループ銀行に設置する「事業カウンセラー」と関係団体等
とのネットワークの活用、ＵＩＪ創業セミナーなど、さまざまな創業・開業支援を積極的に行っています。

融資先数
融資残高
融資先数
融資残高
融資先数
融資残高

4,095社
4,014億円
1,265社
424億円
1,650社
681億円

3,340社
6,378億円
1,096社
866億円
1,012社

1,428億円

19,066社
37,246億円
6,180社

4,144億円
8,658社

10,018億円

1,370社
1,613億円
491社

165億円
617社

411億円

1,784社
2,485億円
367社

416億円
1,321社

1,534億円

～国内商談会～
● 沖縄・福岡みらい元気応援商談会（8月）
● 長崎デザインアワード受賞企業の販路拡大事業（1月） 
● 熊本の物産商談会（3月）

～海外商談会・セミナー～
●  2020年大連-地方銀行合同ビジネス商談会（9月）
●  大連地銀合同WEBセミナー（3月）

～国内主なセミナー～
● デール・カーネギー　リーダーの“効果的な話し方”の秘訣 
● 会議の生産性を高めるファシリテーション・スキル 初級
● 新入社員の育成計画をつくる講座（3Days）
● OJT手法実践演習講座
● 上司力強化セミナー～部下を上手に指導・育成する～

熊本の物産商談会

2020年大連-地方銀行合同ビジネス商談会

ふくおかフィナンシャルグループの海外ネットワーク

香港駐在員事務所

大連駐在員事務所

上海駐在員事務所

シンガポール駐在員事務所

ホーチミン駐在員事務所

バンコク駐在員事務所
ニューヨーク駐在員事務所

台北駐在員事務所

中華人民共和国

タイ

カンボジア

ミャンマー
インド 台湾

フィリピン

マレーシア

インドネシア

アメリカ

カナダベトナム

・M&A支援先数は、お客さまからご相談をうけて事業譲受・譲渡が成約した先のみ計上しています。
※旧十八銀行は成約に関わらず、M&Aの支援や関与を行った先を計上しています

※旧十八銀行は成約に関わらず、販路開拓支援を行った先を計上しています

先数

福岡銀行 十八親和銀行熊本銀行

2019年度

38社

2019年度2019年度

12社

2020年度

16社

2020年度

12社

2020年度

2社

■Ｍ&Ａ支援先数

国内 海外

2019年度 2019年度2020年度 2020年度

■販路開拓支援先数

■ 成長期・安定期
　当社グループでは、お客さまの販路開拓支援等のためビ
ジネスマッチングや各種商談会を積極的に行っています。
海外進出や海外への販路拡大等については、福岡銀行の

海外駐在員事務所や外部提携機関と連携しサポートして
います。また、お客さまの事業規模拡大等の成長支援のた
め、M&A等のソリューションも提供しています。

264社

102社

29社

39社

福岡銀行 429社

99社

61社

552社※

292社

12社

旧十八銀行

旧親和銀行 8社

10社※旧十八銀行

旧親和銀行

熊本銀行

■商談会・セミナー等開催実績 （２０20年度中）

259社 86社十八親和銀行

3社

旧親和銀行

80社※

旧十八銀行
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ライフステージに応じたソリューションの提供
　当社グループは、お客さまの各ステージ（創業期、成長期、安定期、低迷期、再生期）におけるニーズや経営課題を解決し、
中長期的な成長を支援する最適なソリューションを提供しています。

【ライフステージ】

創業計画
策定支援

創業期取引先への
融資

創業期取引先への
融資（保証協会）

創業支援
機関等の紹介

ベンチャー企業への
助成金

創業
支援先
2,829社 198社 643社 1,947社 21社 20社福岡銀行

997社 70社 268社 657社 2社 0社十八親和銀行

830社 42社 221社 560社 7社 0社熊本銀行

（2020年度中）■創業支援関与件数

事業カウンセラーの設置ファンドを活用した創業・開業支援事例

【農業分野の特徴】
・ 天候リスクが大きい
・ 収益を生むまで（播種～収穫）時間を要する

【A社の状況】
・ 設立2期目の農業法人（異業種から農業参入）
・ 農業所得向上を目的に、加工品製造を計画

農業ファンド出資 金融機関融資

事業計画
策定支援

販路開拓
支援

経営管理
体制構築

経営基盤の
安定化

農業法人の立上げ期を支援し
農業を成長産業化へ

「事業カウンセラー」
豊富な経験・スキルを活かし、
資金調達や事業計画の作成等
銀行取引のあらゆる面をサポート

事業
カウンセラー

取次ぎ
営業店

お客さま

連携

ノウハウ
享受・協調

九州経済
産業局

日本政策
金融公庫

各県信用
保証協会

商工会・
商工会議所 グループ銀行

各税理士会各自治体

業務提携

創業期 成長期 安定期 低迷期 再生期

福岡銀行

熊本銀行

十八親和銀行

創業期 成長期 安定期 低迷期 再生期
（2021年3月末）

M&A
ファンドの活用

海外ビジネスサポート
ビジネスマッチング

創業支援
（事業カウンセラー）

政府系金融機関との連携
ファンドの活用

事業再生支援
M&A・会社分割
事業承継支援

■ 創業期
　当社グループでは、ファンドを活用した安定的な資金供給や、グループ銀行に設置する「事業カウンセラー」と関係団体等
とのネットワークの活用、ＵＩＪ創業セミナーなど、さまざまな創業・開業支援を積極的に行っています。

融資先数
融資残高
融資先数
融資残高
融資先数
融資残高

4,095社
4,014億円
1,265社
424億円
1,650社
681億円

3,340社
6,378億円
1,096社
866億円
1,012社

1,428億円

19,066社
37,246億円
6,180社

4,144億円
8,658社

10,018億円

1,370社
1,613億円
491社

165億円
617社

411億円

1,784社
2,485億円
367社

416億円
1,321社

1,534億円

～国内商談会～
● 沖縄・福岡みらい元気応援商談会（8月）
● 長崎デザインアワード受賞企業の販路拡大事業（1月） 
● 熊本の物産商談会（3月）

～海外商談会・セミナー～
●  2020年大連-地方銀行合同ビジネス商談会（9月）
●  大連地銀合同WEBセミナー（3月）

～国内主なセミナー～
● デール・カーネギー　リーダーの“効果的な話し方”の秘訣 
● 会議の生産性を高めるファシリテーション・スキル 初級
● 新入社員の育成計画をつくる講座（3Days）
● OJT手法実践演習講座
● 上司力強化セミナー～部下を上手に指導・育成する～

熊本の物産商談会

2020年大連-地方銀行合同ビジネス商談会

ふくおかフィナンシャルグループの海外ネットワーク

香港駐在員事務所

大連駐在員事務所

上海駐在員事務所

シンガポール駐在員事務所

ホーチミン駐在員事務所

バンコク駐在員事務所
ニューヨーク駐在員事務所

台北駐在員事務所

中華人民共和国

タイ

カンボジア

ミャンマー
インド 台湾

フィリピン

マレーシア

インドネシア

アメリカ

カナダベトナム

・M&A支援先数は、お客さまからご相談をうけて事業譲受・譲渡が成約した先のみ計上しています。
※旧十八銀行は成約に関わらず、M&Aの支援や関与を行った先を計上しています

※旧十八銀行は成約に関わらず、販路開拓支援を行った先を計上しています

先数

福岡銀行 十八親和銀行熊本銀行

2019年度

38社

2019年度2019年度

12社

2020年度

16社

2020年度

12社

2020年度

2社

■Ｍ&Ａ支援先数

国内 海外

2019年度 2019年度2020年度 2020年度

■販路開拓支援先数

■ 成長期・安定期
　当社グループでは、お客さまの販路開拓支援等のためビ
ジネスマッチングや各種商談会を積極的に行っています。
海外進出や海外への販路拡大等については、福岡銀行の

海外駐在員事務所や外部提携機関と連携しサポートして
います。また、お客さまの事業規模拡大等の成長支援のた
め、M&A等のソリューションも提供しています。

264社

102社

29社

39社

福岡銀行 429社

99社

61社

552社※

292社

12社

旧十八銀行

旧親和銀行 8社

10社※旧十八銀行

旧親和銀行

熊本銀行

■商談会・セミナー等開催実績 （２０20年度中）

259社 86社十八親和銀行

3社

旧親和銀行

80社※

旧十八銀行
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※旧十八銀行は事業承継に関する提案を
　行った先を含んでいます

好調先 順調先 不調先
条件変更先総数

3,770社 24社 141社 3,605社

975社 17社 49社 909社

1,690社 9社 70社 1,611社

福岡銀行

十八親和銀行

熊本銀行

■融資条件を変更した先に係る経営改善計画の進捗状況 

■事業承継

（2021年3月末）

事業再生支援の事例

後継者問題を抱える企業

資産の承継

経営の承継

●親族内承継

●役員・従業員への承継
●外部からの招聘

●M&A

サ
ポ
ー
ト事

業
承
継
先

決算書類、財務資料等に基づき、株
式の概算評価額を算定します。

株式の効果的な移転スキーム、企業
再編、従業員持株会、ＭＢＯ、事業承
継ファンドの活用等、お客さまの状況
に応じて、適切な事業承継プランの
提案を行います。

相続対策等について、適切な手法に
よる対策の提案を行います。

セミナーを通して事業承継のポイント
や関連情報等を提供します。

自社株
概算評価

事業承継
プランの提案

相続対策
の提案

事業承継
セミナーの実施

Ｆ
Ｆ
Ｇ
グ
ル
ー
プ
3
行

◇事業承継支援先数

福岡銀行

熊本銀行

十八親和銀行

事業承継相談件数
2019年度 2020年度

288社

135社

352社

125社

183社

・融資条件を変更した先のうち好調先、順調先は、経営
改善計画を策定し、計画を達成している先を計上して
います。
・不調先の中には、経営改善計画の策定に至っていない
取引先も多数含んでいますが、外部専門家紹介等、適
切な支援を提供しています。

～DDSを活用した金融支援～

【バランスシートの変化】

本件経緯
●福岡銀行（メイン）主導による福岡県中小企業再生支援協議会と連携した
 A社に対する事業再生支援
●主要取引先B社からの再生支援があり、福岡県中小企業再生支援協議会の
 関与により作成された計画の蓋然性が高いことから以下の支援を実施
・取引行協調でのDDSによる支援
・DDS後の残債をリファイナンスし元金返済を猶予　・設備資金を融資

取り組み前 取り組み後

負債

DDS

負債
企業価値企業価値

実質債務超過実質
債務超過

※DDS…既存融資を劣後ローンに転換すること

A社

B社DDSによる金融支援　 設備資金融資

営業面・人材面の
支援

計画策定支援

福岡銀行・取引行

福岡県中小企業
再生支援協議会

●地域における雇用の確保
●主要取引先との関係継続による商流の維持
●DDSによる財務体質の改善、設備資金の融資による生産能力の向上等

支援による効果

■ 低迷期・再生期
　当社グループでは、事業再生・経営改善のための支援に
ついては、お客さまとの十分な話し合いを通じて営業店と
本部専門部署や外部専門家と密に連携を図りながら、課題
解決に向けた取り組みを行っています。財務面からの各種

サポートに加えて、事業面においても経営課題の発見から
改善策の策定・実施までのサポートを行っています。
　今後も、これまで蓄積してきたノウハウの活用や、新しい手
法を駆使し、財務・事業の両面からのサポートを目指します。

　近年、経営者の高齢化が進むなか、事業承継問題は企
業や地域社会にとって非常に重要な課題です。
　当社グループでは、事業承継の課題解決に向けた体
制を構築し、外部の専門家等とも連携しながら、各種事

業承継支援メニューを提供しています。後継者問題、自社
株対策、相続税対策等のお客さまのさまざまな悩みに、
税理士・公認会計士等の専門家やグループ関連会社と
連携してお応えします。

旧親和銀行

旧十八銀行
84社

164社※

（2020年4月～2021年3月）※経営改善支援先：当社グループが主導して、経営改善計画策定や経営改善計画実現に向けた支援を行う先
　実抜計画認定先：当社グループが、経営改善計画を「実現可能性の高い抜本的な計画」と認定した先
※十八親和銀行の期初債務者数は、旧親和銀行および旧十八銀行の合算値

◇経営改善支援先および実抜計画認定先の取り組み実績

福岡銀行

38,043先

522先
（1.4%）

37先
（7.1%）

284先
（54.4%）

熊本銀行

11,683先

203先
（1.7%）

13先
（6.4%）

120先
（59.1%）

十八親和銀行

20,445先

383先
（1.9%）

20先
（5.2%）

201先
（52.5%）

期初債務者数

期末に債務者区分がランクアップした先数
（ランクアップ率）

再生計画を策定した先数
（再生計画策定率）

■金融円滑化の取り組み

37,930

12,401

32.7％

118

2,312

6

新規融資件数

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資件数

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合

保証契約を変更した件数※

保証契約を解除した件数

ガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数

11,157

2,768

24.8％

59

676

1

18,649

6,271

33.6％

27

1,290

7

（単位：件）

※保証契約を変更した件数には、担保預金を考慮した結果、保証金額を減額した件数を計上しています

◇「経営者保証に関するガイドライン」に係る取り組み状況 （対象期間：2020年4月～2021年3月）

　当社グループは、業務の健全かつ適切な運営の確保に
留意しつつ、中小企業者および住宅ローンをご利用のお客
さまからご返済条件の変更等のお申込みなどがあった場
合には、適時適切に対応していきます。
　特に、中小企業者のお客さまからの経営改善・事業再生
に関するご相談をいただいた場合は、お客さまの事業につ

いての可能性その他の状況を勘案しつつ、経営改善計画
の策定支援ならびに進捗管理、助言を行うよう努めます。
なお、他金融機関、政府系金融機関、信用保証協会、中小
企業再生支援協議会など外部機関が関係している場合に
は、当該機関と緊密な連携を図るように努めます。

　また、お客さまと保証契約を締結する場合、お客さまから
既存の保証契約の見直し・事業承継のお申し入れがあった
場合、保証人である方が経営者保証に関するガイドライン
研究会が定める「経営者保証に関するガイドライン」に則し
た保証債務の整理を申し立てられた場合は、同ガイドライン

および『事業承継時に焦点を当てた「経営者保証に関する
ガイドライン」の特則』に基づき誠実に対応するよう努めて
いきます。
※ご相談に迅速かつきめ細かく対応するため、営業店および本部に「金融円滑化対応責
任者」と「金融円滑化対応担当者」を設置し、実務対応の管理を行っています

経営改善支援取り組み先等
（経営改善支援等取り組み率）

熊本銀行福岡銀行 十八親和銀行
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※旧十八銀行は事業承継に関する提案を
　行った先を含んでいます

好調先 順調先 不調先
条件変更先総数

3,770社 24社 141社 3,605社

975社 17社 49社 909社

1,690社 9社 70社 1,611社

福岡銀行

十八親和銀行

熊本銀行

■融資条件を変更した先に係る経営改善計画の進捗状況 

■事業承継

（2021年3月末）

事業再生支援の事例

後継者問題を抱える企業

資産の承継

経営の承継

●親族内承継

●役員・従業員への承継
●外部からの招聘

●M&A

サ
ポ
ー
ト事

業
承
継
先

決算書類、財務資料等に基づき、株
式の概算評価額を算定します。

株式の効果的な移転スキーム、企業
再編、従業員持株会、ＭＢＯ、事業承
継ファンドの活用等、お客さまの状況
に応じて、適切な事業承継プランの
提案を行います。

相続対策等について、適切な手法に
よる対策の提案を行います。

セミナーを通して事業承継のポイント
や関連情報等を提供します。

自社株
概算評価

事業承継
プランの提案

相続対策
の提案

事業承継
セミナーの実施

Ｆ
Ｆ
Ｇ
グ
ル
ー
プ
3
行

◇事業承継支援先数

福岡銀行

熊本銀行

十八親和銀行

事業承継相談件数
2019年度 2020年度

288社

135社

352社

125社

183社

・融資条件を変更した先のうち好調先、順調先は、経営
改善計画を策定し、計画を達成している先を計上して
います。
・不調先の中には、経営改善計画の策定に至っていない
取引先も多数含んでいますが、外部専門家紹介等、適
切な支援を提供しています。

～DDSを活用した金融支援～

【バランスシートの変化】

本件経緯
●福岡銀行（メイン）主導による福岡県中小企業再生支援協議会と連携した
 A社に対する事業再生支援
●主要取引先B社からの再生支援があり、福岡県中小企業再生支援協議会の
 関与により作成された計画の蓋然性が高いことから以下の支援を実施
・取引行協調でのDDSによる支援
・DDS後の残債をリファイナンスし元金返済を猶予　・設備資金を融資

取り組み前 取り組み後

負債

DDS

負債
企業価値企業価値

実質債務超過実質
債務超過

※DDS…既存融資を劣後ローンに転換すること

A社

B社DDSによる金融支援　 設備資金融資

営業面・人材面の
支援

計画策定支援

福岡銀行・取引行

福岡県中小企業
再生支援協議会

●地域における雇用の確保
●主要取引先との関係継続による商流の維持
●DDSによる財務体質の改善、設備資金の融資による生産能力の向上等

支援による効果

■ 低迷期・再生期
　当社グループでは、事業再生・経営改善のための支援に
ついては、お客さまとの十分な話し合いを通じて営業店と
本部専門部署や外部専門家と密に連携を図りながら、課題
解決に向けた取り組みを行っています。財務面からの各種

サポートに加えて、事業面においても経営課題の発見から
改善策の策定・実施までのサポートを行っています。
　今後も、これまで蓄積してきたノウハウの活用や、新しい手
法を駆使し、財務・事業の両面からのサポートを目指します。

　近年、経営者の高齢化が進むなか、事業承継問題は企
業や地域社会にとって非常に重要な課題です。
　当社グループでは、事業承継の課題解決に向けた体
制を構築し、外部の専門家等とも連携しながら、各種事

業承継支援メニューを提供しています。後継者問題、自社
株対策、相続税対策等のお客さまのさまざまな悩みに、
税理士・公認会計士等の専門家やグループ関連会社と
連携してお応えします。

旧親和銀行

旧十八銀行
84社

164社※

（2020年4月～2021年3月）※経営改善支援先：当社グループが主導して、経営改善計画策定や経営改善計画実現に向けた支援を行う先
　実抜計画認定先：当社グループが、経営改善計画を「実現可能性の高い抜本的な計画」と認定した先
※十八親和銀行の期初債務者数は、旧親和銀行および旧十八銀行の合算値

◇経営改善支援先および実抜計画認定先の取り組み実績

福岡銀行

38,043先

522先
（1.4%）

37先
（7.1%）

284先
（54.4%）

熊本銀行

11,683先

203先
（1.7%）

13先
（6.4%）

120先
（59.1%）

十八親和銀行

20,445先

383先
（1.9%）

20先
（5.2%）

201先
（52.5%）

期初債務者数

期末に債務者区分がランクアップした先数
（ランクアップ率）

再生計画を策定した先数
（再生計画策定率）

■金融円滑化の取り組み

37,930

12,401

32.7％

118

2,312

6

新規融資件数

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資件数

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合

保証契約を変更した件数※

保証契約を解除した件数

ガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数

11,157

2,768

24.8％

59

676

1

18,649

6,271

33.6％

27

1,290

7

（単位：件）

※保証契約を変更した件数には、担保預金を考慮した結果、保証金額を減額した件数を計上しています

◇「経営者保証に関するガイドライン」に係る取り組み状況 （対象期間：2020年4月～2021年3月）

　当社グループは、業務の健全かつ適切な運営の確保に
留意しつつ、中小企業者および住宅ローンをご利用のお客
さまからご返済条件の変更等のお申込みなどがあった場
合には、適時適切に対応していきます。
　特に、中小企業者のお客さまからの経営改善・事業再生
に関するご相談をいただいた場合は、お客さまの事業につ

いての可能性その他の状況を勘案しつつ、経営改善計画
の策定支援ならびに進捗管理、助言を行うよう努めます。
なお、他金融機関、政府系金融機関、信用保証協会、中小
企業再生支援協議会など外部機関が関係している場合に
は、当該機関と緊密な連携を図るように努めます。

　また、お客さまと保証契約を締結する場合、お客さまから
既存の保証契約の見直し・事業承継のお申し入れがあった
場合、保証人である方が経営者保証に関するガイドライン
研究会が定める「経営者保証に関するガイドライン」に則し
た保証債務の整理を申し立てられた場合は、同ガイドライン

および『事業承継時に焦点を当てた「経営者保証に関する
ガイドライン」の特則』に基づき誠実に対応するよう努めて
いきます。
※ご相談に迅速かつきめ細かく対応するため、営業店および本部に「金融円滑化対応責
任者」と「金融円滑化対応担当者」を設置し、実務対応の管理を行っています

経営改善支援取り組み先等
（経営改善支援等取り組み率）

熊本銀行福岡銀行 十八親和銀行
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16,750

5,203

31.1％

新規融資件数 

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資件数※ 

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資割合

4,901

1,067

21.8％

7,982

2,483

31.1％

（単位：件）・新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の状況 （対象期間：2020年10月～2021年3月）

（単位：件）・事業承継時における保証徴求の状況 （対象期間：2020年10月～2021年3月）

5,183

10

10

0

新規に無保証で融資した件数 

停止条件つき保証契約を活用した件数 

解除条件つき保証契約を活用した件数 

ABLを活用した件数 

1,067

0

0

0

2,482

0

1

0

福岡銀行

新旧両経営者から保証徴求

旧経営者のみから保証徴求

新経営者のみから保証徴求

経営者からの保証徴求なし

熊本銀行 十八親和銀行

（単位：件）※内訳 

11

217

153

57

件数

2.5％

49.5％

34.9％

13.0％

割合

3

66

41

8

件数

2.5％

55.9％

34.7％

6.8％

割合

0

104

136

16

件数

0.0％

40.6％

53.1％

6.3％

割合

十八親和銀行熊本銀行福岡銀行

※2020年4月～2020年9月に代表者が変更となり、保証契約の解除・締結などの手続きを2020年10月～2021年3月に実施した場合は、2020年4月～2020年9月の
　実績を修正するとともに、2020年10月～2021年3月の実績として計上しております
※朱色下線が修正箇所です（左記に伴い、割合も修正しています）

21,180

7,198

34.0％

新規融資件数 

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資件数※ 

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資割合

6,256

1,701

27.2％

5,670

1,891

33.4％

4,997

1,897

38.0％

（単位：件）・新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の状況 （対象期間：2020年4月～2020年9月）

（単位：件）・事業承継時における保証徴求の状況 （対象期間：2020年4月～2020年9月）

7,186

7

5

0

新規に無保証で融資した件数 

停止条件つき保証契約を活用した件数 

解除条件つき保証契約を活用した件数 

ABLを活用した件数 

1,700

0

1

0

1,889

1

1

0

1,890

0

7

0

福岡銀行

新旧両経営者から保証徴求

旧経営者のみから保証徴求

新経営者のみから保証徴求

経営者からの保証徴求なし

熊本銀行

（単位：件）※内訳 

3

306

165

91

件数

0.5％

54.2％

29.2％

16.1％

割合

1

122

54

6

件数

0.5％

66.7％

29.5％

3.3％

割合

0

125

84

32

件数

0.0％

51.9％

34.9％

13.3％

割合

4

0

59

8

件数

5.6％

0.0％

83.1％

11.3％

割合

ご参考

旧親和銀行熊本銀行福岡銀行 旧十八銀行

旧親和銀行 旧十八銀行

〈お客さま本位の業務運営取組状況（2020年度）〉 下線を引いたものを本頁と次頁でご紹介しています

〈お客さま本位の業務運営に関する取組方針〉

■ 投資信託ラインナップ・保険商品ラインナップ
■ 資産残高の推移
■ 積立投資信託の契約者数／月間振替金額の推移
■ つみたてNISA口座数・残高
■ 投資信託販売に占める毎月分配型販売額構成比推移
■ 投資信託販売件数上位商品・生命保険販売件数上位商品
■ 運用損益別顧客比率（共通KPI）

①お客さまの最善の利益の追求
②お客さまに相応しいサービスの提供
③重要な情報の分かりやすい提供、手数料等の明確化
④利益相反の適切な管理
⑤従業員に対する適切な動機づけの枠組み等

■ 投資信託残高上位20銘柄のコスト・リターン（共通KPI）
■ 投資信託残高上位20銘柄のリスク・リターン（共通KPI）
■ お客さまアンケート
■ FP1級・2級取得者数
■ サービスガイドブック
■ 資産づくりの新たなサービス「投信のパレット」
■ セミナー開催状況・セミナーテーマ

〈NPS®の算出方法〉

詳細はこちら

　当社グループでは、ブランドスローガン「あなたのいちばんに。」を
実現するため、お客さま一人ひとりに最適な商品・サービスをご提供
する「お客さま本位の業務運営」に従来から一貫して取り組んでいま
す。金融商品に係る業務運営においては、「お客さま本位の業務運営
に関する取組方針」を策定し、定期的に「お客さま本位の業務運営取
組状況」を公表しております。その中の一部を抜粋してご紹介します。

お客さま本位の業務運営に向けた取り組み

　当社グループでは、お客さまの声に真摯に耳を傾け、より良い
サービスのご提供・商品のご提案を行うために、資産運用のお取
引をいただいているお客さまへ、アンケート調査を実施しています。
また、NPS®（※）も活用し当社グループを選んでいただけるよう日々
業務改善に努めています。
　アンケート結果やお客さまからのご要望事項を真摯に受け止め、
業務内容・施策の見直しや改善につなげるとともに、直接お客さま
とお話をさせていただいた営業店に内容を伝えることで、より一層
のサービスの充実や従業員教育に取り組んでいきます。

注 ： 「NPS®」及び「Net Promoter Score®」は、ベイン・アンド・カンパニー、フレッド・ライクヘルド、サトメトリックス・システムズの登録商標です。

お客さまの声の見える化

■ お客さまアンケートの実施

お客さまのご意見・ご要望 本部・営業店

アンケート収集・分析
（NPS®の活用）

営業店の担当者へ還元

お客さまへより良い
サービスのご提供

※NPS®（Net Promoter Score®）とは、お客さまが企業のブランド
や商品・担当者に高い関心を持ち、『知人や家族にどの位薦めた
いと思うか』を数字に表したものです。

ご家族や友人から相談を受けた場合、担当者を薦めたいと思いますか?
（10点満点）

0～6
薦めたいと思わない

7～8
中立的

9～10
薦めたい

9～10の割合 0～6の割合 NPS®ー ＝

当社ホームページ上で説明やデータについてご覧いただけます。
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※十八親和銀行の2019年3月末、2020年3月末の
数値につきましては、旧親和銀行と旧十八銀行の
数値を単純合算しております。

　お客さまがどのようなニーズをお持ちなのか確認するこ
とから、商品概要案内までを一冊で行える「サービスガイド
ブック」を活用しています。

　人生100年時代を見据えて、FFGが独自に開発した「投
資信託の評価・分析システム」を駆使し、資産形成から資産
運用、将来における資産の計画的な取り崩しまで、お客さま
一人ひとりに適した提案で、お客さまの大切な資産の長期
安定的な成長をサポートさせていただくサービスです。

〈サービスガイドブック〉 〈投信のパレット〉

サービスの充実・従業員教育に向けた取り組み

　お客さまの状況に応じた最適な商品・サービスをご提供するために、金融サービスのプロとして必要な知識を習得し、実
務で活用できるよう、FP2級以上の資格取得を推進しています。

■ 分かりやすいご説明、ご提案手法の高度化
　手数料を含めた商品・サービスにかかる必要な情報を十分にご理解いただけるよう、パンフレット等を用いながら、お客
さまのお取引経験やご提案商品の性質に応じた分かりやすいご説明に努めています。
　また、タブレット端末の活用や新しいサービスの導入によるコンサルティングの高度化や、手続書面の簡素化等によるお
客さまの利便性向上に取り組んでいます。

2019/3末

1,928

426

1,251

147

3,752

2020/3末

2,086

464

1,302

149

4,001

2021/3末

2,211

483

1,388

149

4,231

福岡銀行

熊本銀行

十八親和銀行

FFG証券

合　　計

■ FP1級・2級取得者数

■ 従業員の専門性向上

地域活性化に向けた取り組み

地方自治体

●総合戦略の改訂
●個別政策の実施
●地域経済の活性化

FFGグループ3行

ソリューションメニューの一例
●創業支援　●事業承継
●事業再生　●PPP、PFI
●海外ビジネス

～自治体との連携・コンサルティング業務～
　各自治体の諸会議に参加し、ノウハウの提供や具体的事業の提案を行う「連携協定」や、地方創生に向けたプロジェクトの
組成・遂行を支援する「コンサルティング業務」を実施しています。

産業・雇用
の創出

関連会社

外部
コンサル

新しい人の
流れ

結婚・出産・
子育て支援

安心・安全な
地域づくり

連携協定
コンサル業務 連携

地方創生への取り組み
　現在、各地方自治体は、国の「まち・ひと・しごと創生総合戦
略」に基づく「地方創生」の取り組みを推進していますが、当社
グループは地域金融機関に期待される役割をグループ一体
となって発揮していくため、サポート体制を強化しています。

　これまで以上に各地方自治体や民間企業、大学等との連
携を強化し、各種施策や取り組みに積極的に参画すること
で、「地域活性化」に向けた地域金融機関としての役割を果
たしていきます。

（2021年3月末時点）◇連携協定

◇地方創生関連におけるコンサルティング業務受託 ： 14自治体等

福岡銀行 熊本銀行

嘉麻市、行橋市、筑後市、古賀市、福岡県、
久留米市、宮若市、唐津市、田川市、柳川市、
鳥栖市、広川町、八女市、宗像市

薩摩川内市、熊本市、益城町、南関町、宇城市、
阿蘇市

十八親和銀行

諫早市、鹿島市、長崎県、唐津市、武雄市、西海市、
長崎市、新上五島町、南島原市

（2021年3月末時点）◇産学官連携の協定締結先
福岡銀行 熊本銀行

北九州市、九州大学、福岡大学、佐世保市、
福岡工業大学、長崎市、熊本大学、長崎大学、
公益財団法人福岡県産業・科学技術振興財団、
公益財団法人　九州先端科学技術研究所

合志市、熊本大学、崇城大学、
東海大学、水俣市

長崎県、長崎市、佐世保市、長崎大学、
佐世保工業高等専門学校、長崎総合科学大学、
長崎県立大学、長崎国際大学、
長崎純心大学、長崎外国語大学

十八親和銀行

～産学官連携～
　大学研究機関等で生み出された技術やノウハウなどの「シーズ（SEEDS）」と、企業の「事業ニーズ（NEEDS）」とを結びつけ
る、産学官連携ネットワークを構築しています。また、行政機関等の各種施策（補助金等）の活用をサポートし、新規事業の創出
や研究開発における課題解決等をお手伝いしています。

■ 地域総合商社事業における長崎エリア支援
　iBankマーケティングの地域総合商社事業では、地域企業さまの販路のデジ
タルシフトを実現するために、テストマーケティングやブランディング、オンライ
ン上で販売する仕組みなどを提供しています。
　長崎においては、ブランディングに関する補助金制度を設立し、オンラインス
トア「エンニチ」の出店企業とデザイナーとのマッチングなどを通じて、販路のデ
ジタル化に必要なブランディングサポートに取り組んでいます。また、2020年
度には、従前より長崎県が実施している「長崎デザインアワード」の受賞企業に
対して、地域総合商社が運営する「エンニチ」内での販売、特集企画によるプロ
モーション、オンライン商談会、カタログ制作の業務を一貫して行いました。
　今後も、地域活性化に向けた取り組みを展開していきます。
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PPP   パブリック・プライベート・   
          パートナーシップ
：官民協働。官と民の協業により、
  よりよい公共サービスを目指すもの。　
PFI    プライベート・ファイナンス・
        イニシアティブ
：PPPの一つで、PFI法に基づく
  民間資金を活用した社会資本 
  整備手法。

市場化
テスト

業務委託

指定管理者
制度

包括民間
委託

ＰＦＩ

三セクや
民営化

官と民の競争入札制度

PPPとPFIの関係

民間への一般的
アウトソーシング

公共物管理の部分的委託

公共物管理の包括的委託

建設～維持管理運営
までの一括発注

公共事業の民営化

民
間
へ
の
事
業
依
存
度

低

高

P
P
P

（　　　　  　　　　　）

（　　　　  　　  　　　）

PPP／PFI関連事業者（建設、運営、コンサル）
中央大手企業

●地域企業へのノウハウ提供、地域企業人財育成支援
●国内制度、動向等に関する情報提供

地方自治体
●地域密着型PPP／PFIに適した施設整備案件の提供
●地域密着型PPP／PFIに向けた制度設計

PPP／PFI関連事業者
（設計/建設/運営等）

地域企業

●新領域への事業展開
　（収益機会の創出）
●社内体制整備、人財育成
●業界内ネットワーク構築
●企画提案力の習得

PPP／PFI事業
●地域企業の事業参入
●財政負担の軽減
　平準化
●地域内での資金循環

FFGグループ
3行

地公体との
ネットワーク強化

PPP／PFIノウハウの
取得・知見向上

地
域
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

へ
の
参
入

企
業
と
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
強
化

情
報
収
集  

・提
供

情報収集・提供

事業参画

情報共有、地域企業との　コンソーシアム組成支援

中央大手企業
との連携

公共セクター

ファ
イ
ナ
ン
ス

■ PPP／PFIへの取り組み
　政府は、未来投資戦略に基づき、民間の事業機会の拡大
による経済成長を実現していくため、新たな官民連携
（PPP/PFI）事業に係る具体的な案件の形成等を推進して
います。これを受けて、地方公共団体でも、PPP/PFIのノウ
ハウの共有・習得、関係者間のネットワークの構築等、具体
的な動きが始まっているところです。

　左記に対応する取り組みとして、地域金融機関である当
社グループ3行は、「公共セクター」「地域企業」「中央大手
企業」と連携し地域密着型PPP/PFIの実現に向けて取り組
んでいます。特に、「地域企業」がPPP/PFI事業に参画でき
るような環境づくりやサポートを積極的に行っています。

■ 新規事業支援およびオープンイノベーションへの取り組み
　FFGでは、グループのベンチャーキャピタルであるFFGベンチャービジネスパートナーズを通じて、ベンチャー企業の支
援・育成に取り組んでいます。

　FFGベンチャービジネスパートナーズでは、地域社会の
課題解決につながる事業に取り組む企業を中心に、投
資・育成を行います。また、お取引先とベンチャー企業と
のマッチング等を行うことで、オープンイノベーションの
加速化を目指します。さらに、大学発ベンチャーへの投
資・支援、大学の知財活用による創業支援に積極的に取
り組んでいます。

～大学との連携による大学発創業支援～
　FVPは、九州大学と共同研究契約を締結し、事業創出
プログラム「FFGインキュベーションプログラム」を実施し
ています。九大ビジネススクールなどの受講生が、大学の
研究者と連携し、大学の持つ技術（シーズ）の事業化（ビ
ジネス化）を目指します。

インキュベーションプログラム

九州大学

医学部

工学部

農学部

芸工学部

理・他学部

②毎期５シーズ程度を選出
③九州大学機関と連携し、
 事業化を支援
・特許分析
・市場調査
・ビジネスモデル分析　など

①各学部の
　技術シーズ
　を提供

九州・大学発ベンチャー振興会議

①九州の各大学からも
　シーズを提供

｢FFGインキュベーションプログラム」

・START
 プログラム※に
 応募
・振興会議による
 資金調達

大
学
発
ベ
ン
チ
ャ
ー
誕
生

※START（大学発新産業創出プログラム）
　研究開発・事業育成の公的資金と民間の事業化ノウハウ等を
　組み合わせ、事業化を支援するJST（国立研究開発法人科学
　技術振興機構）のプログラム

　FFGベンチャービジネスパートナーズは、国立研究開発法人新
エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の「研究開発型スタート
アップ支援事業」において、認定ベンチャーキャピタルとして採択さ
れました。今後はNEDOと協調し、シード期スタートアップの研究開
発にかかる資金の調達やハンズオン支援を行うことで、地域経済の
幅広い課題解決に貢献していきます。

●FFGベンチャービジネスパートナーズの取り組み

NEDOの「研究開発型スタートアップ支援事業」に係る
“認定VC”に採択

　九州工業大学・北九州市立大学・長崎大学と共同で「北九州SDGｓ
イノベーション＆アントレプレナーシッププラットフォーム」を設立しま
した。内閣府よりスタートアップ・エコシステム推進拠点都市に選定
された北九州市をベースに、アントレプレナーシップ教育や技術シー
ズ発掘によるイノベーション創出の実現を目指します。

「北九州SDGsイノベ―ション＆
アントレプレナーシッププラットフォーム（通称：KIEPS）」の設立

地域の面的再生への積極的な参画

■ 地域再生・活性化ネットワーク
　当社グループ傘下の福岡銀行は、地方銀行８行と『地域
再生・活性化ネットワークに関する協定書』を締結していま
す。経営基盤・営業エリアが異なる地方銀行が連携し、各行
の保有するさまざまな情報・ネットワークを相互に活用する
ことで、従来単一の銀行ではできなかったサービスの機会、
スピード、質（クオリティ）を最適なソリューションとしてご提
供します。

●「X-Tech Innovation 2020」の開催
　2015年より継続しているビジネスコンテスト「X-Tech Innovation 
2020」を、北海道銀行、岩手銀行、七十七銀行、沖縄銀行と共同開
催しました。ポストコロナ時代の“New Normal”をテーマに掲げた
今回は、約130件の応募があり、各地区での選考を経て、うち８社が
東京で行われたグランプリファイナルでアイデアを競いました。今後
も、業界・業種を超えて、スタートアップ企業の発掘・地場企業への
マッチング機会創出に取り組んでいきます。
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PPP   パブリック・プライベート・   
          パートナーシップ
：官民協働。官と民の協業により、
  よりよい公共サービスを目指すもの。　
PFI    プライベート・ファイナンス・
        イニシアティブ
：PPPの一つで、PFI法に基づく
  民間資金を活用した社会資本 
  整備手法。
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三セクや
民営化

官と民の競争入札制度

PPPとPFIの関係

民間への一般的
アウトソーシング

公共物管理の部分的委託

公共物管理の包括的委託

建設～維持管理運営
までの一括発注

公共事業の民営化
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PPP／PFI関連事業者（建設、運営、コンサル）
中央大手企業

●地域企業へのノウハウ提供、地域企業人財育成支援
●国内制度、動向等に関する情報提供

地方自治体
●地域密着型PPP／PFIに適した施設整備案件の提供
●地域密着型PPP／PFIに向けた制度設計

PPP／PFI関連事業者
（設計/建設/運営等）

地域企業

●新領域への事業展開
　（収益機会の創出）
●社内体制整備、人財育成
●業界内ネットワーク構築
●企画提案力の習得

PPP／PFI事業
●地域企業の事業参入
●財政負担の軽減
　平準化
●地域内での資金循環

FFGグループ
3行

地公体との
ネットワーク強化

PPP／PFIノウハウの
取得・知見向上
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情報収集・提供

事業参画

情報共有、地域企業との　コンソーシアム組成支援

中央大手企業
との連携

公共セクター
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■ PPP／PFIへの取り組み
　政府は、未来投資戦略に基づき、民間の事業機会の拡大
による経済成長を実現していくため、新たな官民連携
（PPP/PFI）事業に係る具体的な案件の形成等を推進して
います。これを受けて、地方公共団体でも、PPP/PFIのノウ
ハウの共有・習得、関係者間のネットワークの構築等、具体
的な動きが始まっているところです。

　左記に対応する取り組みとして、地域金融機関である当
社グループ3行は、「公共セクター」「地域企業」「中央大手
企業」と連携し地域密着型PPP/PFIの実現に向けて取り組
んでいます。特に、「地域企業」がPPP/PFI事業に参画でき
るような環境づくりやサポートを積極的に行っています。

■ 新規事業支援およびオープンイノベーションへの取り組み
　FFGでは、グループのベンチャーキャピタルであるFFGベンチャービジネスパートナーズを通じて、ベンチャー企業の支
援・育成に取り組んでいます。

　FFGベンチャービジネスパートナーズでは、地域社会の
課題解決につながる事業に取り組む企業を中心に、投
資・育成を行います。また、お取引先とベンチャー企業と
のマッチング等を行うことで、オープンイノベーションの
加速化を目指します。さらに、大学発ベンチャーへの投
資・支援、大学の知財活用による創業支援に積極的に取
り組んでいます。

～大学との連携による大学発創業支援～
　FVPは、九州大学と共同研究契約を締結し、事業創出
プログラム「FFGインキュベーションプログラム」を実施し
ています。九大ビジネススクールなどの受講生が、大学の
研究者と連携し、大学の持つ技術（シーズ）の事業化（ビ
ジネス化）を目指します。

インキュベーションプログラム

九州大学

医学部

工学部

農学部

芸工学部

理・他学部

②毎期５シーズ程度を選出
③九州大学機関と連携し、
 事業化を支援
・特許分析
・市場調査
・ビジネスモデル分析　など

①各学部の
　技術シーズ
　を提供

九州・大学発ベンチャー振興会議

①九州の各大学からも
　シーズを提供

｢FFGインキュベーションプログラム」

・START
 プログラム※に
 応募
・振興会議による
 資金調達
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※START（大学発新産業創出プログラム）
　研究開発・事業育成の公的資金と民間の事業化ノウハウ等を
　組み合わせ、事業化を支援するJST（国立研究開発法人科学
　技術振興機構）のプログラム

　FFGベンチャービジネスパートナーズは、国立研究開発法人新
エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の「研究開発型スタート
アップ支援事業」において、認定ベンチャーキャピタルとして採択さ
れました。今後はNEDOと協調し、シード期スタートアップの研究開
発にかかる資金の調達やハンズオン支援を行うことで、地域経済の
幅広い課題解決に貢献していきます。

●FFGベンチャービジネスパートナーズの取り組み

NEDOの「研究開発型スタートアップ支援事業」に係る
“認定VC”に採択

　九州工業大学・北九州市立大学・長崎大学と共同で「北九州SDGｓ
イノベーション＆アントレプレナーシッププラットフォーム」を設立しま
した。内閣府よりスタートアップ・エコシステム推進拠点都市に選定
された北九州市をベースに、アントレプレナーシップ教育や技術シー
ズ発掘によるイノベーション創出の実現を目指します。

「北九州SDGsイノベ―ション＆
アントレプレナーシッププラットフォーム（通称：KIEPS）」の設立

地域の面的再生への積極的な参画

■ 地域再生・活性化ネットワーク
　当社グループ傘下の福岡銀行は、地方銀行８行と『地域
再生・活性化ネットワークに関する協定書』を締結していま
す。経営基盤・営業エリアが異なる地方銀行が連携し、各行
の保有するさまざまな情報・ネットワークを相互に活用する
ことで、従来単一の銀行ではできなかったサービスの機会、
スピード、質（クオリティ）を最適なソリューションとしてご提
供します。

●「X-Tech Innovation 2020」の開催
　2015年より継続しているビジネスコンテスト「X-Tech Innovation 
2020」を、北海道銀行、岩手銀行、七十七銀行、沖縄銀行と共同開
催しました。ポストコロナ時代の“New Normal”をテーマに掲げた
今回は、約130件の応募があり、各地区での選考を経て、うち８社が
東京で行われたグランプリファイナルでアイデアを競いました。今後
も、業界・業種を超えて、スタートアップ企業の発掘・地場企業への
マッチング機会創出に取り組んでいきます。


